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　【事実の概要】
　被告人は、ドイツのCompuServe　Information　Services　GmbH社（以下、
独社）の経営幹部であり、アメリカのCompuServe　Incorporated社（以下、米
社）と共同で、ドイツにいる米社の顧客を、米社のNewsサーバ上に利用に供
された（bereitgehalten）暴力・子供・獣姦ポルノ表現に接近可能（zugang－
lich）にさせた。
　米社は、他人及び自己のサービス（例えば、Newsサービス）を顧客に提供し
ている。ドイツの顧客は米社と、直接、サービス提供契約を結んでいる。独社
は米社の100％子会社であり、米社のドイツ国内におけるアクセスポイント
（AP）を提供している。顧客は、身近なAPから固定回線（Standleitung）経
由で米社の計算機センターに接続する。米社は、その顧客の認証を経て、イン
ターネットヘアクセスさせたり、自らのデータコンテンツを利用させていた。
独社の捜索（1995．11．22）を契機に、警察により知らされた282のフォーラム
（Newsグループ）名（例えば、alt。sex．pedophilia等）のリストに基づいて
（1995．12．8）、米社によって約二ヶ月間（1995．12．22～1996．2．13）遮断されたが、
フィルタリングソフトの導入と相侯って、再び開放された。
被告人は、第一審のAG　MUnchenによって、ハードポルノ文書の流布（§
184111StGB）の共同正犯、及び青少年危殆化文書の流布に関する法律（GjS）
に対する過失の違反のために、執行猶予付きの2年の自由刑を言い渡された。
しかし、第二審のLG　MUnchenは、一転して無罪を言い渡した。
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　【判旨】
1．第一審（AG　MUnchen）
　（1）「被告人は、共同正犯である。…被告人の行為寄与は、ドイツにいる米社
の顧客を、独社と米社との間の固定回線経由で、彼によって用意されたアクセ
ス・ポイントを通して親会社の計算機センターと結びつけたこと」である。
「米社の行為寄与は、…明らかに暴力・子供・獣姦ポルノを指示するフォーラ
ム（Newsグループ）を彼のデータ記1意装置から取り除かなかったということ」
である。
　（2）「保障義務は、危険源の支配から生ずる…Newsサーバ上に蔵置され呼び
出される暴力・子供・獣姦ポルノ表現が、危険源である。」米社はNewsサー
バを支配しており、「ハードポルノを指示するフォーラム（Newsグループ）
も、これらのフォーラム内のNews記事も、遮断・開放することができる。
…遮断によって、米社はハードポルノのアクセス可能化を妨げることができ
る。…遮断はまた、期待可能である。…フォーラムの維持についての米社の利
益は、正当な価値でなく保護に値しない。…青少年保護の意味を考慮して…
Newsサーバからフォーラムを取り除くことが要求される。」
（3）「被告人には、…フォーラムで子供ポルノ表現が蔵置され呼び出されうる
ということが伝えられていた。」手渡されたリストに基づいて知った「違法コ
ンテンツをすぐに米社に伝えていた。被告人と米社は、親会社のNewsサー
バ上に蔵置された…ハードポルノがドイツの顧客に呼び出し可能であることを
知っていただけではなく、それを望んでいた。両社の行為意思は、ハードポル
ノを再び接近可能にするという両社の決定において明らかである。」
　（4）「TDG第5条第3項による答責性の免除の前提はない。というのは、独
社は、アタセス・プロバイダ（§3Nr．1Alt．3TDG）ではないからである。」独社
は、「自らの顧客を持たず、ネットヘのアクセスを仲介していない。…ドイツ
の米社顧客を固定回線経由で近くのAPを通して親会社と繋いでいるだけであ
る。…TDG第5条第2項は、独社に対して適用を見出す。…他人のコンテン
ツを利用に供すること自体は、米社によってそのNewsサーバ上で行われて
いる。」しかし、「親会社と子会社の全体組織が考慮されるから」、それが独社
に帰責される。「被告人は…ポルノコンテンツについての認識を持っていた。
・り記事が個別的に知られている必要はない。…ポルノコンテンツの利用の阻止
は、被告人が帰責されるところの米社には、技術的に可能で期待可能であった
・・独社あるいは被告人は、それだけでは米社への何らの作用可能性もなかった
・しかしながら、米社の部分組織としての子会社だけではなく、全体組織が考
慮される。というのは、被告人は（既述のように）全体的考察方法に基づいて
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TDG第5条第2項の特典を共有しているからである。」
2．第二審（LG　MUnchen）
　（1）「被告人は、彼あるいは独社が親会社に完全に従属していたので、すでに
そのため共同正犯ではなかった。被告人にはいわゆる行為支配が欠けている。
被告人の行動は、せいぜいのところ幣助と判定されうる。」
　（2〉「幣助行為としては、彼が1996年2月13日以降、親会社への接続の完全な
遮断をせず、さらに、彼がこの時点以降、親会社に新たに問い合わせず、そし
て、新たにハードポルノの遮断あるいは削除を請わなかった、ということが顧
慮されるであろう。…親会社の明らかな表明に鑑みて、遮断あるいは削除につ
いての被告人の再度の依頼は、確かに成功しなかったであろう。…親会社への
接続を引き続き維持することに関して、彼が保障義務をもつならば」蓄助が問
題になるが、「そのような保障義務は本件では基礎づけられない。」
　（3）「被告人には、1996年2月13日以降、ハードポルノが流布される、という
認識がなかった。…被告人は、全てのフォーラムを親会社に知らせ、遮断と削
除を依頼していた。」再開放に際して、「被告人は、親会社の掲示を反復しただ
けであり、何ら影響はない。」
　（4）「刑事部は、テレサービス法の規定はフィルター機能を持たない、という
見解を支持する。…その規定はたんに罪責の問題（Schuldfrage）で適用されう
る、ということを明白に示唆する『認識』や『答責性』のような概念を含む。
一他人のコンテンツを、それに影響を及ぼすことなく、利用者に通過させただ
けのサービス提供者には、このコンテンツに介入する義務はない。…TDG第
5条第3項が、アクセス・プロバイダが自らの顧客を持っているときにのみ適
用されうる、ということは、法律の何処にも書いていない。」
　【検討】
　本件においては、被告人がハードポルノ文書流布罪の、（1）共同正犯となるの
か幕助となるのか、（2）不作為犯成立要件を充たすのか、（3）故意犯であるか、そ
して彼が、（4）TDG第5条の適用によって免責されうるか、が論点となる。以
　　　　　　　　　（1）下、各論点ごとに検討する。なお、コンピュータゲームの提供による過失の青
　　　　　　　　　　　　　　（2）少年危殆化文書法違反に関しては省略する。また、独社と被告人の同視の可否
の問題もあるが、以下では特に区別しない。
（1〉AGは、行為支配に基づき、独社については米社計算機センターへの回
線接続、米社については有害コンテンツの削除解怠によって、コンテンツを再
び接近可能にするという決定が示す共同意思をもって行為したとし、米社の行
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為を独社に帰責した。
　しかし、米社サーバ上のコンテンツに到達するためには、独社のAPを経由
しなければならない必然性もなく、結果回避の確実性の点から、独社の回線接
続行為が接近可能化行為の中で、正犯性を肯定できるほどの比重を占めていた
　　　　　　ラかは疑問である。後述のTDGの適用に際して問題にされたように、米独両社
をコンツェルン構造を持つ一体的な組織として捉えれば、親会社が子会社に影
響することはできるので、米社の支配陛を肯定し、子会社の行為を親会社に帰
責することは可能かもしれないが、逆に、子会社は親会社を支配しているとは
　　　　　　　　　　　　　　　　　（4〉いえず、米社の行為を独社に帰責することはできない。また、フォーラム再開
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラ放時の経緯をみても、共同意思の認定が充分であるともいえない。
LGは、独社が米社に完全に従属していることから、被告人の行為支配を否
定して、せいぜい幣助に留まるとした。そして、幣助行為としては、米社との
接続を遮断する措置の癬怠等の不作為が考えられるとしている。いずれにして
も不作為犯として必要な要件を満たしているかどうかの検討が必要である。
（2）AGは、両社の共同意思に基づく共同正犯性を前提に、米社の不作為を
共同正犯者としての独社に帰責している。すなわち、米社について、サーバの
支配に基づいた危険源たるポルノ表現の支配による、その表現へのアクセス可
能化阻止義務（作為義務）、その表現を含むフォーラムあるいは記事の遮断の
技術的可能性（作為可能性）、法益の比較考量による期待可能性を肯定してい
る。
　しかし、上述のように、両社の共同正犯性を前提にするのは妥当ではない。
仮に、そのような構成を肯定しても、サーバの支配がサーバ上の蔵置情報の支
配に直結するのかも疑問である。事前の引き受け行為、支配の排他性、危険源
管理についての周囲の信頼の存在等の付加的要素の要否が、併せて検討される
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のべきであり、危険源の支配だけで作為義務を認めてよいのかが問題となる。直
接独社について、米社への削除依頼義務を認め、不作為の従犯を肯定する見解
　　　のもあるが、それはさらに、困難である。なぜならば、危険源たる米社サーバ上
　　　　　　　　　　　　　　（8）の情報について独社が支配しているとはいえず、仮に支配があるとしても、そ
れだけでは作為義務を認めるために充分とはいえないであろう。また、上述の
ように独社のAPを経由しなくとも違法コンテンツに到達できるのであるか
ら、遮断の可能性にも疑問がある。さらに、必要な措置にかかる経済的・社会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9〉的利益損失との比較考量における期待可能性の欠如を問題とする見解もある。
幕助については要件が緩和されるのではないか、という考え方もあり得るが、
「事後従犯」が認められないという前提から、そもそも、本件のような事後措
置の不作為の場合には、正犯だけが論じられうるのではないか、という疑問も
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（10）
ある。
　LGは、独社について、二つの接近可能化阻止義務（作為義務）想定し、そ
のうち、米社への遮断・削除依頼義務については、それが通る見込み（作為可
飴性）を否定し、接続の維持を中止する義務については、義務そのものを否定
し、結論として、蓄助の限度であっても、不作為犯の成立が否定されるとし
た。しかし、後者の作為義務の欠1映については理由を述べておらず、詳細な理
由づけが望まれる。
　（3〉AGは、独社が警察からリストを渡されていたことから違法コンテンツ
の認識を肯定し、さらに、リストのフォーラムが一旦遮断された後に再開放さ
れる際に、米社と独社が顧客に向けて提示した電子的文書において、導入され
る青少年保護措置について説明されているが、その措置がハードポルノの接近
可能化を完全に阻止しないことを理由に、ポルノ表現への接近可能化を行う意
思（Tatwille）を肯定した。
　しかし、リストに示されていたのは、フォーラムの名称であって、具体的な
記事ではない。したがって、具体的なポルノ表現の認識のための、一つの手が
かりが与えられたことが認定されたに過ぎない。確かに、故意を認めるために
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）は、具体的な記事の認識は必要ではないとする見解もある。だが、本件のよう
な表現の違法性が問題になる犯罪の場合、具体的な対象が認識されていなけれ
ばその違法性を認識する手がかりも得られない。したがって、具体的な記事の
認識が必要である。記事の数は膨大であり、フォーラム名からその内容を調べ
させるのは、プロバイダにとって過大な要求である。フォーラム名のみが与え
られることによって、具体的記事を認識しているとみなすことは、フォーラム
　　　　　　　　　　　　（12）名と個別記事の不当な同視である。このようなフォーラム名の認識により記事
の認識を認める見解を前提に、フォーラムを一旦遮断した後に再開放した者に
とってはフォーラム名についての認識が認められる以上、記事の認識も容易に
　　　　　　　　　　（13）認められるという見解もある。しかし、フォーラム内の記事は日々絶え間なく
変化し、再開放後に自動的に新しい記事が補充されるので、過去の記事の認識
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）を理由に、現在の記事の認識を認めることはできない。
　LGは、独社が米社ヘリストを転送し、その遮断・削除を依頼したことを理
由に、違法コンテンツの流布の認識を否定し、再開放に際しての独社の行為に
ついても、故意を肯定する理由にはならないとした。青少年保護措置の導入に
よって、問題のないフォーラムが開放されただけである、という被告人の認識
を認めたものであるといえよう。しかし、上述のフォーラム名と個別記事の同
視の問題については言及していない。
　（4）テレサービス法（TDG）は、情報・通信サービス法（lu：KDG）の一部とし
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　　　　　　　（15）て1997年に発効した。同法第5条は、プロバイダをそのサービスによって三っ
の類型に分類し、それぞれの答責性を制限する旨規定している。すなわち、サ
　　　　　（16）一ビス提供者は、「利用に供した自己のコンテンツに対して、一般法による答
責性がある」（第1項）、「利用に供した他人の（fremde）コンテンツに対して、
当該コンテンツの認識を持ち、その利用を妨げることが技術的に可能で、期待
可能であるときのみ、答責1生がある」（第2項）、「他人のコンテンツに対して、
単に（lediglich）利用のためのアクセスを仲介しているときは答責性がない」
　　（17）
（第3項）。
　同条を刑法へ適用する際、体系的にどのように位置づけるかについて見解が
分かれている。すなわち、同条は、刑法、民法、行政法といった法域を横断す
る答責性制限規定であるから、刑法等の個別法の適用に前置されるフィルター
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）（Vorfilter）としての機能を持つという見解が有力であるが、LGは、そのよう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）な機能を認めず、同条による制限は罪責の問題であるとした。
　AGは、独社が自らの顧客を持たずネットヘ直接のアクセス仲介をしていな
いので、「アタセス・プロバイダ」でない、として第3項の適用を否定した。
他方で、両社を一体とする全体組織構成の前提の下、米社が他人の違法コンテ
ンツを利用に供していることを理由に、第2項が適用されるとした。そして、
独社が違法コンテンツの認識を持ち、米社に違法コンテンツの利用阻止の技術
的可能性と期待可能性があることを理由に、独社に帰責できると結論づけた。
　学説からは、独社の業務はコンツェルン内の固定回線の保持にとどまり、イ
ンターネットヘの直接の接続がなく、「他人の」コンテンツを直接仲介してい
　　　　　　　　　（20）ない、とするものもある。しかし、これらの理由は、いずれも第3項の文言と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21〉一致しない。法の文言においては、顧客の有無はなんら触れられていない。ま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）た、米社もインターネットの一部であるともいえる上、そのようなネットヘの
接続形態の直接性が要求されている訳でもない。そもそも、「アクセス・プロ
バイダ」という文言自体が使われていないのである。したがって、「単なる」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）仲介に留まれば、第3項の適用による免責が可能であろう。「単なる」仲介を越
えるかどうかの基準としては、仲介するコンテンツの管理や選択的遮断の可能
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24〉性等の支配力の有無が、基準となるといえよう。また、全体組織構成を前提に
すれば、米社がAG独自の「アタセス・プロバイダ」基準を充たすことによ
り、第3項の適用による独社の免責が可能であるはずなのだが、この前提はそ
こでは無視され、第2項の適用による被告人への帰責のためにのみ用いられて
　　　　　　　　（25〉いることも、矛盾である。
　LGは、第3項は顧客について何も述べていないとして、AGの見解を否定
した。そして、他人のコンテンツに影響を及ぼしうるかどうかを問題にし、コ
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ンテンツを通過させただけの被告人については、コンテンツに介入する義務は
ないとして、第3項の適用を肯定した。影響可能性、すなわち危険源の支配が
問題になっているものと思われるが、上述のように、それだけで作為義務が基
礎づけられるかは、疑問である。
　私見は、TDG第5条の答責性制限にっいて、刑法に適用する際には刑法体
系上の実質的根拠づけを行うことが必要であり、同条の各項は、伝統的な不作
為犯論に則った規定として、不作為犯の各要素に還元できるものと考える。す
なわち、第2項と第3項の差は、他人のコンテンツ（危険源）に対する支配
（作為義務）の有無に帰する。第2項の利用の阻止の「技術的可能性」は、期
待される行為の作為可能性（または結果回避可能性）に帰する。利用の阻止の
「期待可能性」は、責任阻却事由としての期待可能性に帰する。他人のコンテ
ンツの「認識」は、故意の認定のためにも、利用の阻止のための措置を可能に
するためにも、個別具体的でなければならない。上述のように、全体組織構成
をとることは妥当ではないので、これらは独社について検討されることにな
る。本件においては、独社にはいずれの要素を認めることもできない。したが
って、第3項の単なる仲介者であり不可罰であるとしたLGの判断は、結論的
に妥当である。
　【結語】
　本件は、いわゆるプロバイダの刑事責任が問われ、TDGの適用が間題にな
った最初の事例として、国際的にも高い関心が寄せられ、第一審の有罪判決に
対してはドイツ国内外から厳しい批判が為された。第二審の無罪判決によって
問題は一応の解決をみたといえる。しかし、それは本件が、いわゆるサービス
プロバイダが他国の顧客の便宜のために設立したAPの機能のみを果たす接続
業者に関するものであったという特殊性に由来している。したがって、サービ
スプロバイダ自体の刑事責任、および、TDGとの関係については、未だ司法
判断が下されていない状況である。今後の判例の蓄積が待たれるところであ
る。
　なお、我が国も、風営法の改正によってTDGと類似の規定を持つに至っ
た。すなわち、風俗営業法第31条の8第5項は、わいせつ映像の蔵置を知った
「自動公衆送信装置設置者」に、事後的な映像送信防止措置を講ずる努力義務
を課している（罰則はない）が、これは、「陳列罪の蓄助犯が成立する可能性が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26〉ある場合の措置に限ったもの」であると説明されている。したがって、本来は
まず、不作為犯成立の可否を問うべきである。しかし、TDG第5条について
も、新たに作為義務を創出する規定ではないはずであるが、同条によって作為
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改正会社法詳説（共編著）
学説判例　商法II（会社法）（共編著）
重要判例解説　会社法（編著）
中小会社のための改正商法
　昭和59年
法学演習講座6　会社法［改訂版］（共編著）
会社法務大辞典（共編著）
国民法律百科大辞典（全八巻）（共編著）
新講義シリーズ・講義　会社法（共編著）
基本法コンメンタール　新版会社法2［第3版］（分担執筆）
　昭和60年
大小会社区分立法の問題点検討（共編著）
基本問題セミナー　会社法（共編著）
重要判例解説　手形小切手法（編著）
大小会社の区分立法（法学選書）
法学演習講座7　手形小切手法［改言丁版］（共編著）
　昭和61年
会社役員の義務と責任（監修・共著）
基本問題セミナー　手形小切手法（共編著）
大小会社の区分立法［新版］（法学選書）
新版注釈会社法（5〉（分担執筆）
取締役会の機能と運営（監修・共著）
　昭和62年
注解会社法下巻（分担執筆）
株主総会の運営（監修・共著）
新版注釈会社法（8）（分担執筆）
株主総会の判例と実務指針（監修・共著）
　昭和63年
重要判例解説　会社法［新版］（編著）
監査役の監査（監修・共著）
　平成元年
先物取引法の展開と課題（共編）
　平成2年
商法等の一部改正法律案解説（共編著）
企業提携の法律実務（分担執筆）
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　　　　　中央経済社
　三嶺書房
　学陽書房
　学陽書房
新日本法規
　法学書院
中央経済社
ぎようせい
青林書院
日本評論社
ぎようせい
　　一粒社
学陽書房
学陽書房
法学書院
商事法務研究会
　　　　一粒社
　　　学陽書房
　　　　有斐閣
商事法務研究会
　　　青林書院
商事法務研究会
　　　　有斐閣
商事法務研究会
　　　学陽書房
商事法務研究会
判例タイムズ社
税務経理協会
　新日本法規
　322　早法77巻3号（2002）
新版注釈会社法αの（分担執筆）
改正商法の解説（共編著）
　平成3年
改正会社法の理論と実務
基本法コンメンタール　会社法［第4版］（分担執筆）
子会社・関係会社の管理（監修・共著）
基本問題セミナー　商法1会社法［新版］（共編著）
新版会社法（青林双書）（共編著）
　平成4年
テキスト・ブック　会社法［第3版］（共著）
基本問題セミナー　商法III商法総則・商行為法（共編著）
　平成5年
青林法学双書　手形・小切手法（共編著）
平成5年商法改正による監査役監査・代表訴訟（共著）
テキスト・ブック　商法総則・商行為法（共著）
商品取引判例体系（商品取引所法研究会）
　平成6年
会社法全面改正の動向と課題（共編）
現代青林講義　商法総則（共編著）
青林法学双書　会社法（共編著）
〔新版〕監査役の監査（監修・共著）
基本法コンメンタール　会社法2〔第5版〕（分担執筆）
基本法コンメンタール　会社法1〔第5版〕（分担執筆）
　平成7年
テキスト・ブッタ　会社法〔第4版〕（共著）
現代青林講義　会社法（共編著）
現代青林講義　商行為法（共編著）
〔新版〕会社役員の義務と責任（監修・共著）
　平成8年
現代青林講義　手形法小切手法（共編著）
重要論点　会社法（共編著）
会計学大辞典〔第4版〕（分担執筆〉
近時の会社争訟の焦点と課題（編著）
現代英米会社法の諸相（長浜洋一先生還暦記念）（共編著）
　平成9年
基本問題セミナー　商法1会社法〔第3版〕（共編著）
現代青林講義　保険法海商法（共編著）
　　　有斐閣
税務経理協会
　　ぎようせい
　　日本評論社
商事法務研究会
　　　　一粒社
　　　青林書院
????
　　　青林書院
　　中央経済社
　　　　有斐閣
商事法務研究会
判例タイムズ社
　　　青林書院
　　　青林書院
商事法務研究会
　　日本評論社
　　日本評論社
　　　　有斐閣
　　　青林書院
　　　青林書院
商事法務研究会
　　　青林書院
　　　酒井書店
　　中央経済社
判例タイムズ社
　　　　成文堂
　一粒社
青林書院
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会社判例と実務・理論（監修・共著）
　平成10年
青林双書　会社法〔新版〕（共編著）
テキスト・ブック　会社法〔第5版〕（共著）
英米商事法辞典（分担執筆）
基本法コンメンタール　会社法1〔第6版〕（分担執筆）
基本法コンメンタール　会社法2〔第6版〕（分担執筆）
会社判例と実務・理論II（監修・共著）
会社法重要判例解説（編著）
　平成11年
会社の定款と社内規則の機能（監修・共著）
株式に関する実務上の諸問題（監修・共著）
　平成12年
みじかな商法入門（共編）
青林法学双書　会社法〔第3版〕（共編著）
日本・中国・韓国における会社法・
　早大日中韓商事法シンポジウム組織委員会編（編集代表）
　平成13年
グループ経営ハンドブッタ（共編著）
株主総会の法と実務（監修・共著）
基本法コンメンタール　会社法1〔第7版〕（分担執筆）
基本法コンメンタール　会社法2〔第7版〕（分担執筆）
　平成14年
現代企業法の理論と課題（中村一彦先生古稀記念）（共編著）
改訂会社法務質疑応答集2巻（共編著）
証券取引法の変革と新たなる展開
判例タイムズ社
　　　青林書院
　　　　有斐閣
商事法務研究会
　　日本評論社
　　日本評論社
判例タイムズ社
　　　　成文堂
商事法務研究会
判例タイムズ社
不磨書房
青林書院
成文堂
　　中央経済社
判例タイムズ社
　　日本評論社
　　日本評論社
　　　信山社
第一法規出版
II　論文等
　昭和35年
閉鎖的な会社一その特質と法規整（閉鎖的会社）
　昭和36年
取締役職務代行者制度の問題点（取締役の責任）
　昭和37年
アメリカ会社法における剰余金概念の発展（取締役の責任）
商法改正要綱における準備金について
アメリカにおける会社立法の進展
法定準備金
商法265条違反の手形行為の効力
早稲田法学会誌10巻
法ひ14巻4号
早稲田法学会誌12巻
　　　企会14巻4号
　　　　企法85輯
　　　　綜法47号
　　　　　手研58号
324　早法77巻3号（2002）
取締役の解任（取締役の責任）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　綜法51号
　昭和38年
有限会社の特殊性と社員の地位強化に関する法規整（閉鎖的会社）　早法38巻1・2冊
繰延資産をめぐる法的思考　　　　　　　　　　　早稲田大学75周年記念「法学の潮流」
会社支配を目的とする株式の買取（1・2）（取締役の責任）　　　法ひ16巻2号・3号
新商法規則をめぐる若干の問題（取締役の責任）　　　　　　　　　　　企会15巻6号
取締役の会社に対する責任一有限会社関連規定との対比において　　　　法ひ16巻10号
　昭和39年
非公開会社の株式の評価（商法と税法）　　　　　　　　　　　　　　法ひ17巻1号
自己資本調達の機動性をめぐって　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企法105輯
剰余金をめぐる商法の規則（取締役の責任）　　　　　　　　　　　　　　　綜法67号
株式会社間の親子関係決定の法的基準（取締役の責任）　　　　　　　　早法39巻2号
決算の確定（商法と税法）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法ひ17巻3号
現物出資（商法と税法〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法ひ17巻5号
繰延資産・繰延費用（商法と税法）　　　　　　　　　　　　　　　　　法ひ17巻6号
引当金（準備金）（商法と税法）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法ひ17巻8号
減価償却（商法と税法）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法ひ17巻9号
同族会社（商法と税法）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法ひ17巻12号
　昭和40年
法人成り（商法と税法）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法ひ18巻1号
会社解散請求権の法理（閉鎖的会社）　　　　　　　　　　　　　　　　早法40巻1号
取締役の責任免除について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企法116輯
アメリカ法上の閉鎖的株式会社（1）　　　　　　　　　　　　　　　早法40巻2号
株式の譲渡制限方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企会17巻3号
棚卸資産の評価（商法と税法）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法ひ18巻4号
表見代表取締役規定の法的基礎（取締役の責任）　　　　　　　　　　　法ひ18巻5号
圧縮記帳（商法と税法）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法ひ18巻6号
取締役の義務と取締役相互の関係　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企法121輯
取締役の会社に対する責任一商法266条の研究（取締役の責任）　　　　早法41巻1号
判例を通してみた取締役の経理責任　　　　　　　　　　　　　　　　　税理8巻9号
ニューヨーク事業会社法における閉鎖的株式会社　　　　　　　　　　　　　海商38号
法人税の費用性（商法と税法）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法ひ18巻10号
役員の報酬・賞与（商法と税法）　　　　　　　　　　　　　　　　　　法ひ18巻11号
小切手による株式の払込　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法ひ18巻12号
　昭和41年
有限会社法制の発展と外国法の影響（閉鎖的会社）　　　　　　　　比較法学2巻1号
粉飾決算（商法と税法）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法ひ19巻3号
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会社の合併（商法と税法）
新株の有利価額発行と商法改正法（取締役の責任）
株式配当（商法と税法）
議決権の不統一行使および新株引受権の譲渡
帳簿書類（商法と税法）
会社の分割（商法と税法）
カナダ会社法
中間配当制度の問題点（取締役の責任）
共同代表取締役単独の手形振出と会社の責任（取締役の責任）
　昭和42年
会社役員の経理責任と代表訴訟（取締役の責任）
親子会社間の取締役の責任（取締役の責任）
法人の手形行為の方式
手形の手段性とその評価
中小会社における取締役制度（取締役の責任）
アメリカ法上の会社役員制度（取締役の責任）
イギリス会社法の改正とその概要（1・2）
　昭和43年
イギリス会社法の改正一1967年法
カナダ・ブリティシュ・コロンビア州会社法（1）（訳）
イギリス会社法の動向（座談会）
閉鎖的株式会社の理論と立法動向（1）（閉鎖的会社）
カナダにおける企業形態と企業課税
閉鎖的株式会社の理論と立法動向（2）（閉鎖的会社）
閉鎖的株式会社の理論と立法動向（3）（閉鎖的会社）
粉飾決算と法的責任
有限会社法入門（1・2）
閉鎖的株式会社の理論と立法動向（4）（閉鎖的会社）
　昭和44年
有限会社法入門（3－6）
閉鎖的な会社と少数株主の保護
閉鎖的株式会社の理論と立法動向（5）（閉鎖的会社）
ニュージーランド会社法（共著）
カナダにおける会社設立（1・2）
カナダ　オンタリオ州会社法
取締役の退職慰労金
　昭和45年
法ひ19巻4号
　企法134輯
法ひ19巻9号
税経21巻9号
法ひ19巻10号
法ひ19巻11号
　　海商52号
　企法138輯
　手研112号
　　　税経22巻1号
　　　法ひ20巻2号
　　　　手研116号
　　　　手研118号
　　　　企法146輯
　　　企会19巻10号
企会19巻12号・13号
　　　　企法152輯
　比較法学4巻1号
　　　産経28巻2号
　　　民商58巻1号
　海外事情16巻5号
　　　民商58巻3号
　　　民商58巻6号
　　　法ひ21巻9号
税理11巻11号・12号
　　　民商59巻3号
税理12巻2号・3号・4号・5号
　産経29巻2号
　民商60巻1号
　　　海商83号
海商84号・87号
　　　企法171輯
　　　法セ162号
326　早法77巻3号（2002）
会社法改正の基礎的視点一公開会社と閉鎖会社の規制　　　　　　　　　　　　代行11号
オーストラリア会社法（1－4）　　　　　　　　　　　海商94号・95号・98号・99号
商法総則の改正問題一商法改正法律案要糸剛こおける包括規定について　　産経30巻5号
会計原則・商法・税法の接点（1－9）（座談会）時事通信・税務経理4985号一4993号
ニューヨーク事業会社法にもとづく定款作成上の留意点（1・2）　企法185輯・186輯
　昭和46年
カナダオンタリオ州法人法　　　　　　　　　　　　　　比較法学6巻2号
オーストラリア会社法（5－10）　　海商104号・105号・108号・110号・111号・114号
商法における資産概念　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経営財務通信
英連邦諸国における会社設立一英連邦諸国への企業進出と会社法上の留意点
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実務法律時報3号
ニューヨータ事業会社法にもとづく定款作成上の留意点（3）　　　　　　企法194輯
商法改正法律案の検討（座談会）　　　　　　　　　　　　　　　　　　税経26巻10号
閉鎖的株式会社の理論と立法動向　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　私法33号
　昭和47年
カナダにおける会社立法の動向　　　　　　　　　　　　　　　　　海外事情20巻6号
事実上の会社分割と法律上の会社分割（会社法改正）　　　　　　　　　産経32巻6号
カナダ　オンタリオ州新事業会社法（1・2）　　　　　　　　　海商123号・124号
株式会社の本質観と会社法理一イギリス法とアメリカ法
　星川先生還暦記念「英米会社法の論理と課題」　　　　　　　　　　　（日本評論社）
閉鎖的株式会社と新株発行（1・2）（閉鎖的会社）　　　　　　　商事613号・617号
閉鎖的株式会社の理論と立法動向（6）（閉鎖的会社）　　　　　　　　　民商67巻3号
　昭和48年
共同代表と表見代表取締役　　　　　　　　　　判例演習講座・商法1（世界思想社）
改正商法のあらまし　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税セ18巻5号
閉鎖的株式会社の理論と立法動向（7・完）（閉鎖的会社）　　　　　　　民商68巻5号
英国会社法改正の基本的構想（1－3）（共訳）　　　　　　商事644号・646号・648号
商業帳簿［商法改正詳解］　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税セ18巻14号
株式会社法と企業・経営者の役割・責任
　　　　　　　　　　　　　　　　経済同友会「企業像の転換を求めて」（鹿島出版会）
白地手形と補充権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「商法を学ぶ」（有斐閣）
　昭和49年
不特定物売買と蝦疵通知義務　　　　　　　法学セミナー全集・商法1（日本評論社）
会社の政治献金
累積投票・抱合せ増資等［改正商法解説］
会計監査人による監査（会社法改正）
英連邦諸国の会社法　国際取引ハンドブッタ
法学教室［第2期］4号
　　　旬刊経理情報22号
　　　　　企会26巻5号
　　　　　（中央経済社）
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改正商法の重点解説
オーストラリア会社法における会計監査役（共著）
業務監査専任の取締役は生まれるか［イギリス］
貸借対照表
監査役監査と取締役会（会社法改正）
　昭和50年
資本
議決権の代理行使　ケース・スタディ商法1
会計制度と会社法改正の方向（会社法改正）
英連邦諸国の会社法（1）
株主総会制度の理念と現実一株主総会白書を読んで
　昭和51年
英連邦諸国の会社法（2－9）　国際4巻1号・
大小会社の区分と規制分化（会社法改正）
閉鎖的株式会社の法規制（会社法改正）
株主総会の実態と改善方向（会社法改正）
ビジネス法基本文献紹介　イギリス法
ビジネス法基本文献紹介　英連邦
　昭和52年
継続性の原則一制度会計の研究（座談会）
保守主義の原則（座談会）
特定引当金（座談会）
その他の資本剰余金（座談会）
取締役の退職慰労金の決定方法
英連邦諸国の会社法（10－15）
　　　　　　　税理17巻5号
　　　　　　　　監査55号
日本の経営文化3（中央経済社）
新商法演習2会社（2）（有斐閣）
　　　　　　　産経34巻9号
2号・
「会社法を学ぶ」（有斐閣）
　　　　　（法学書院）
　　　　企会27巻12号
　　　　国際3巻10号
　　　　　商事718号
4号一6号・9号・10号・12号
　　　　　　　商事730号
　　　　　　　企法251輯
　　　　　　産経36巻4号
　　　　　　国際4巻7号
　　　　　　国際4巻10号
取締役等の報酬をめぐる考え方一商法と税法の接点（座談会）
零細企業と株式会社制度
制度会計重要問題の総合検討一総括と展望（座談会）
　昭和53年
委託証拠金預託不履行の場合の法律関係
英連邦諸国の会社法（16－21）
商法と連結決算書（会社法改正）
英連邦諸国の私会社制度
神崎克郎著「商法II（会社法）」（書評）
イギリスのEC加盟と会社法への影響
　　　　　　　　　企会29巻1号
　　　　　　　　　企会29巻2号
　　　　　　　　　企会29巻3号
　　　　　　　　　企会29巻4号
　「判例と学説」商法1（日本評論社）
国際5巻5号・6号・8号・10号一12号
　　　　　　　　　法ひ30巻6号
　　　　　　　自由と正義28巻7号
　　　　　　　　　企会29巻5号
　　　　　　商品先物市場2巻1号
国際6巻2号・4号一6号・9号・11号
　体系制度会計6巻連結（中央経済社）
　　　　　　　早法53巻1・2号
　　　　　　　　　法セ22巻6号
　　　　　　民商78巻臨時増刊号（2）末川先生追悼論集「法と権利2」）（有斐閣）
粉飾決算と商法上の責任　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税経33巻10号
　328　早法77巻3号（2002）
カナダ会社法における会計監査役制度　　　　　　　　　　　　　　　　　　監査111号
1976年のイギリス会社法の改正（1・2）　　　　　　　　　　　国際6巻9号・11号
役員の報酬・退職慰労金の決定方法　　　　　　　　　商法の争点（増刊ジュリスト）
　昭和54年
商品先物取引における委託証拠金預託の機能とその法律関係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商品取引所論体系1（全国商品取引所連合会）
商法監査制度の概要
株式会社の機関に関する改正試案について
カナダ会社法の基本的構造と特色
英連邦諸国の会社法（22－24）
株主の議決権行使
経営委員会をめぐる諸問題（会社法改正）
監査役の報酬等
監査役の監査
取締役の第三者に対する責任（会社法改正）
手形行為（署名）の方式
　昭和55年
株式会社の計算・公開に関する改正試案解説
株式会社の計算・
株式会社の計算・公開に関する改正試案詳解
金法900号記念
体系制度会計8巻法定監査（中央経済社）
　　　　　　　　　　　　税理22巻4号
　　　　　　　　　　早法54巻1・2号
　　　　　　　　　国際7巻4号一6号
　　　　　　　　　ロー・スクール8号
　　　　　　　　　　　　　監査122号
　　　　　　　　　　金商臨時増刊572号
　ケース・スタディ商法IV（法学書院）
　　　　　　　　　ロー・スクーノレ12号
　　　・判例先例金融取引法（キンザイ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税セ25巻3号
　　　　　　　　公開に関する改正試案について一その概要と問題点　　税理23巻3号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　産経40巻3号
繰延資産の性格と商法上の問題点（会社法改正）　　　　　　　　　　　税経35巻6号
1980年のイギリス会社法の改正（上・中・下）　　　　　　商事886号・890号・892号
　昭和56年
会社法の改正一残された立法課題　　　　　　　　　法律学の課題と展望　ジュリ731号
1980年イギリス会社法の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国際9巻1号
会社法の改正と大小会社の区分（1・2）　　　　　　　　　　税大通信174号・175号
監査役制度の改正とその検討　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税経36巻3号
商法・監査特例法の改正法律案要綱の概要　　　　　　　　　　　　税務弘報29巻3号
商法・監査特例法の改正法律案要綱について　　　　　　　　　　　　　産経41巻3号
売買証拠金預託の機能　　　　　　　　　商品取引所論体系II（全国商品取引所連合会）
商法等改正要綱の問題点（座談会）　　　　　　　　　　　　　　　　　企会33巻4号
商法等の一部を改正する法律案要綱について
1980年イギリス会社法（1－3）（共訳）
株式会社の機関に関する改正
取締役および取締役会（会社法改正）
法律学を学ぶ人々のために（座談会）
商法改正法律案と改正要綱との主要相違点（1 2）
　　　　　　税理24巻4号
国際9巻3号・4号・6号
　　　　　　法ひ34巻4号
　　　　　　企会33巻5号
　　　　　　法学教室8号
旬刊経理情報280号・281号
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監査役監査と会計監査人監査
手形行為と商法23条
商法・特例法の改正と企業会計原則の課題（座談会）
計算・公開（会社法改正）
会社法改正に基づく監査役の職責（全国監査役会議シンポジウム）
監査役・会計監査人　特集・会社法の改正（会社法改正）
株主の権利行使に関する利益供与の禁止（会社法改正）
白地手形と銀行の免責約款
取締役の会社に対する責任（会社法改正）
法務省令制定に関する問題点をめぐって（座談会）
手形取引と商法265条の改正
　昭和57年
新商法下の会計と監査（座談会）
当座取引開設時の銀行の信用調査義務
会杜法［法学ガイダンス］
改正商法と中小企業の対応
会社役員の報酬規制［会社法の論点］
自己株式と子会社による親会社株式の取得制限［会社法の論点］
取締役の会社に対する責任［会社法の論点］
株主の権利行使に関する利益供与の禁止［会社法の論点］
改正会社法の評価と問題点（会社法改正）
商法改正の中小企業への余波（上・下）（座談会）
青竹正一「小規模閉鎖会社の法規整」（書評）
改正会社法と銀行業務
判例ハンドブッタ（会社法）
取締役会の権限［会社法の論点］
　昭和58年
監査役の職務権限［会社法の論点］
大小会社の区分と規制分化の方向
取締役の競業と自己取引に関する義務［会社法の論点］
会社役員の報酬
株式実務家のため会社法講座（1－3）
閉鎖的株式会社の立法動向（1・2）
取締役・監査役の給与一商法と税法のスタンス（座談会）
　昭和59年
株式実務家のための会社法講座（4・5）
中小会社と外部監査導入の問題点（上・下）
会計119巻6号
　　金商619号
　企会33巻9号
　企会33巻9号
　　監査149号
　ジュリ747号
　税経36巻12号
　　金商625号
　　商事919号
経営財務1563号
　　金商632号
　　　　　税経37巻2号
　　　　　　　金商638号
　　　　　　六法出版社
　　　　　税経37巻6号
　　　ロー・スクール44号
　　　ロー・スタール45号
　　　ロー・スクール46号
　　　ロー・スクール47号
　　　　　　法と政策16号
バンガード3巻9号・10号
　　　　商学討究33巻1号
　　　　　　金法1003号
　　　　法セ26巻11号別冊
　　　ロー・スクール51号
　ロー・スクール52号
旬刊経理情報2巻20号
　ロー・スターノレ53号
　　　　民商88巻1号
　　　代行65号一67号
　法時55巻8号・9号
　　　　税経26巻15号
　　代行68号・70号
会社法務6号・8号
330　早法77巻3号（2002）
法律学をどう学ぶか［商法一総則・商行為］［法学ガイダンス84］
中小会社と外部監査
大小会社区分案と問題点
閉鎖的株式会社の運営機構
大小（公開・非公開）会社区分立法及び合併に関する問題点詳解（1）
大小会社区分案の行方
大小会社区分立法の問題点の解説（1－3）
貸借対照表
大小会社区分立法をめぐる諸問題（座談会〉
大小会社区分立法の問題点に対する各界意見の傾向（座談会）
　昭和60年
大小（公開・
大小会社区分立法の問題点の解説（4）
業務執行機関の権限
外部監査制度構築の視点（上・下）（大小会社）
役員報酬の商法規制
株式会社の機関相互の関係一その理念と現実
大小会社区分立法の動向（大小会社）
株式実務家のための会社法講座（6）
　昭和61年
　　　　　　六法出版社
　　　　　税経39巻8号
　　　　　企会36巻7号
　　　　　法ひ37巻8号
　　　　　産経44巻2号
　旬刊経理情報3巻25号
　　会社法務12号一14号
会社法演習m（有斐閣）
速報税理3巻30号一34号
　　　　　税理27巻15号
非公開）会社区分立法及び合併に関する問題点詳解（2）　産経44巻4号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社法務17号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　現代企業法講座3（東大出版会）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商事1045号・1048号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社法務22号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税大通信229号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　租税法研究13号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代行71号
商法改正試案参考案の検討
商法・有限会社改正試案の検討（上・下）（座談会）
監査・調査・指導一その分析的検討（座談会）
商法改正試案と中小企業への影響
株式の保有（商法演習1）
取締役解任の正当事由（商法演習2）
取締役の株式引受担保責任（商法演習3）
　昭和62年
株式会社の最低資本金（商法演習4）
取締役の説明義務（商法演習5）
株式実務家のための会社法講座（7）
取締役の自己取引と監査役監査（商法演習6）
　　　　　　会社法務28号
　　　会社法務34号・35号
　　　　　　企会38巻8号
国民金融公庫調査月報304号
　　　　　　法学教室73号
　　　　　　法学教室74号
　　　　　　法学教室75号
企業経営の法的環境の変化一商法改正試案と中小企業の立場
取締役会の決議の暇疵（商法演習7）
全員出席総会（商法演習8）
取締役と特別利害関係（商法演習9）
中小企業の活性化と会社法制の役割（座談会） 中小企業と組合42巻7号
法学教室76号
法学教室77号
　　代行75号
法学教室79号
ジュリ882号
法学教室80号
法学教室81号
法学教室82号
　　　　8号
計算書類の承認（商法演習10）
株式の種類（商法演習11）
新株の有利発行（商法演習12）
抱合わせ増資（商法演習13）
　昭和63年
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　　　　　　　　　　　法学教室84号
　　　　　　　　　　　法学教室85号
　　　　　　　　　　　法学教室86号
　　　　　　　　　　　法学教室87号
一定規模以下の会社の監査制度はいかにあるべきか［監査役監査シンポジウム］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監査研究14巻1号
株式の譲渡制限の機能（商法演習14）　　　　　　　　　　　　　　　　法学教室89号
株券不発行の合意（商法演習15）　　　　　　　　　　　　　　　　　　法学教室90号
株主提案権の行使と役員退職慰労金の決定方法　　　　　　　　証券代行ニュース214号
ブリヂストン判決と実務の選択　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金法1189号
　平成元年
株券不発行の合意の効力　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金法1218号
調査問題の検討状況（座談会）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商事1190号
中小会社法制の改正と調査の導入をめぐって（座談会）　　　　　　旬刊経理情報568号
　平成2年
商法改正の近時の動向　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税セ35巻1号
最低資本金制度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税経45巻6号
最低資本金・会社の設立・組織変更等に関する改正案と問題点（座談会）税経45巻6号
商法等改正法律案の検討（1・2）（座談会）　　　　　　旬刊経理情報589号・590号
株式の譲渡制限の機能と限界
　　　　　　　　服部先生古稀記念「商法学における論争と省察」（商事法務研究会）
支配従属会社間における取引・協力関係　　　　　　　　　　　　　　　法セ35巻12号
江頭憲治郎「商取引法　上」（書評）　　　　　　　　　　　　　　　法学教室123号
　平成3年
このままでよいか、わが国の監査役監査制度［監査役監査シンポジウム］
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監査研究17巻1号
　平成4年
傍論にみる心意気（私の判例研究）　　　　　　　　　　　　　　　　　　法時786号
新株発行規制の問題点　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法曹時報44巻4号
阪埜光男「株式会社法の論理」（書評）　　　　　　　　　　　　　法学研究65巻7号
株式会社監査制度の現状と課題（私法学会シンポジウム）
　総論・監査役監査と外部監査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商事1296号
監査役制度の改正　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税経47巻13号
　平成5年
監査役制度改正の方向と論点（座談会）　　　　　　　　　　　　　　　商事1309号
企業の不祥事と監査役の責任問題（シンポジウム）　　　　　　　　　　監査19巻2号
332　早法77巻3号（2002）
商法改正法律案要綱の解説
商法等改正法律案の実務的検討（座談会）
役員の報酬・賞与・退職慰労金の決定方法
株式会社監査制度の現状と課題（平成4年シンポジウム）
平成5年の商法改正の概要
商法改正と監査役制度の運用に関する提言
監査役制度改正と今後の対応（シンポジウム）
監査役会制度導入の問題点
平成5年の商法等改正のあらまし
中小会社監査の立法課題
　堀　亘先生退官記念「現在会社法・証券取引法の展開」
　平成6年
株主の経営酸化と会社業務に対する監督（上・下）
　　　　　　　　代行102号
　　　　　　税経48巻6号
　　商法の争点1〔第3版〕
　　　　　　　　私法55号
　　証券代行ニュース238号
　　　　　　　　監査319号
　　　　　　　　監査319号
　　　　　　税経48巻11号
時事画報社・フオト9・15号
（経済法令研究会）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受験新報44巻1・2号
白地手形の満期補充とその他の手形要件の白地補充権の消滅時効〔時の判例〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法学教室160号
会社法全面改正作業の軌跡と課題（座談会）　　　　　　　　　　　判例タイムズ839号
社外取締役と社外監査役の機能〔特集コーポレート・
監査役会の確立と運営（シンポジウム）
中国会社法の制定と諸間題（座談会）
中国会社法の基本的構造とその検討
中国会社法全訳（監修・共訳）
　平成7年
中国の会社法と会社制度
株主の経営監督機能（シンポジウム）
監査役のあるべき姿
　平成8年
変わる株主像と株主の権利　奥島編「コーポレート・
持株会社の解禁と企業への影響
株式会社の増資手段をめぐる暇疵とその処理
イギリス法上の私会社制度の変容（長浜記念所収）
　平成9年
純粋持株会社と会社法の問題
　（特集・企業の結合形態と法的課題）
大小会社区分立法の経緯
商法の一部を改正する法律等の概要
　一ストック・
社外取締役と社外監査役（座談会〉
ガバナンス〕 ジュリスト1050号
　　　　監査338号
判例タイムズ857号
判例タイムズ857号
判例タイムズ857号
　　　　　　　　　代行111号
　　　　　判例タイムズ872号
月刊経営コンサルタント12月号
ガバナンス」　　　　　きんざい
　　　Business　Research864号
　　　　　　判例タイムズ971号
　　　　　　　　　　　成文堂
オプション制度の導入、株式消却手続の特例について
ジュリスト1104号
税理士界1112号
監査386号
監査387号
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　平成10年
平成9年商法改正による新会社合併制度の概要
　一合併法制の簡素・合理化と情報開示の拡充一　　　　　　　証券代行ニュース265号
日本型コーポレート・ガバナンスのゆくえ（巻頭言）　　　　　　　　　　税経738号
コーポレート・ガバナンスと会社法改正
　（日本型企業体制の進化に関する調査研究　第5章）　　　　　　財団法人産業研究所
コーポレート・ガバナンス論の展開と問題点　　　　　　　　　　　　　　税研82号
　平成11年
コーポレート・ガバナンスのアメリカ型とイギリス型　　　　　　　　税経54巻1号
　海外監査の進め方一中国における事業展開を中心として
　（監査役全国会議シンポジウム）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監査413号
コーポレート・ガバナンスをめぐる日本型の模索　　　　　　世界経営協議会会報96号
新たな企業法制と監査役　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監査418号
企業結合法制の整備と課題（座談会）　　　　　　　　　　　　　　　　税経54巻15号
　平成12年
コーポレート・ガバナンスからみた企業再編　　　　　　　　　　　季刊債権管理89号
日本における会社法の最近の動向と課題　　　　　　　　　　　　　　　商事1576号
　（日韓パートナーシップ研修）
　平成13年
株式総会の意義と権限　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　判例タイムズ1048号
グループ経営と親子会社規制（グループ経営ハンドブック所収）　　　　　中央経済社
わが国における企業結合法制の整備と課題　　　　　　　　　（名経大）企業法研究13号
株主総会IT化の実務と問題点（上・下）
　一株主総会のIT化研究会一　　　　　　　　　　　　　　　　　商事1599・1600号
わが国における企業再編と会社法上の諸問題　　　　　　　　　　　証券代行研究6号
　平成14年
企業再編と親子会社統治機構の課題（中村記念所収）　　　　　　　　　　　　信山社
　　　m　判例批評・判例研究等
　昭和42年
表見代表取締役の手形振出と会社の責任　　　　　　　　　　　　　　　　金商51号
　昭和43年
株券の質権設定と公示催告申立権　　　　　　　証券商品取引判例百選（増刊ジュリ）
取締役又は監査役に支給される報酬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金商113号
　昭和44年
質入株券を喪失した場合の公示催告申立権者　昭和43年度重要判例解説（増刊ジュリ）
　昭和45年
　334　早法77巻3号（2002）
非上場株式の評価算定方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金商191号
非株主の決議参加　　　　　　　　　　　　　　　会社判例百選［新版］（増刊ジュリ）
　昭和46年
商法266条ノ3第1項前段の法意他　　　　　　　　　　　　　　　　　民商63巻4号
有限会社の名目代表取締役の第3者に対する責任　　　　　　　　　　　法ひ24巻3号
　昭和48年
会社取締役間の訴訟における会社代表者　　　　　　　　　　　　　　　　金商359号
　昭和49年
代表取締役の業務執行についての取締役の監視義務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和48年度重要判例解説（増刊ジュリ）
特定株主に対する贈与と株主平等の原則
　昭和50年
少数株主による臨時総会の招集と会社の常務
　昭和51年
少数株主による臨時総会の招集と会社の常務
　昭和52年
取締役の監視義務
　昭和53年
株式の額面引下げを目的とする合併の効力
　昭和54年
債権者による設立取消の訴
　昭和56年
手形債権と原因関係上の債権との行使の順位
　　　　　　　　　　　民商70巻5号
　　　　　　　　　　　法ひ28巻11号
　　　　　　　　　　　　金商499号
　商法の判例［第3版］（増刊ジュリ）
昭和52年度重要判例解説（増刊ジュリ）
会社判例百選［第3版］（別冊ジュリ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　手形小切手判例百選［第3版］（別冊ジュリ）
商法266条ノ3による損害賠償責任が否定された事例
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和55年度民事主要判例解説（判タ439号）
　昭和58年
債権者による設立取消の訴　　　　　　　　　　会社判例百選［第4版］（別冊ジュリ）
役員の報酬・賞与・退職慰労金の決定方法　　　　商法の争点［第2版］（増刊ジュリ）
取締役解任の正当事由が認められた事例　　昭和57年度民事主要判例解説（判タ505号）
　昭和59年
取締役解任の正当事由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　税経39巻1号
　昭和63年
商品先物取引における無断売買　　　　　　　新証券商品取引判例百選（別冊ジュリ）
　平成2年
手形債権と原因関係上の債権との行使の順位
　　　　　　　　　　　　　　　　　　手形小切手判例百選［第4版］（別冊ジュリ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　酒巻俊雄教授・主要業績目録　　335
不公正な新株発行の差止　　　　　　　　平成元年度民事主要判例解説（判タ735号）
　平成4年
債権者による設立取消の訴　　　　　　　　　　会社判例百選［第5版］（別冊ジュリ）
　平成6年
輸出取引による収益の計上基準　　　　　　　平成5年度重要判例解説（増刊ジュリ）
　平成9年
特別利害関係を有する取締役会の議長　　　　　　　　　　　　　　判例タイムズ948号
　平成10年
著しく不公正な方法によってなされた新株発行の効力　　　　　　　判例タイムズ975号
　　　　　　　　　　　　　　　＊　　　＊　　　　＊
　論文のなかで論文集・著書に収録したものは、次の略称の表示がしてある。
取締役の責任　取締役の責任と会社支配（昭和42年）
閉鎖的会社　　閉鎖的会社の法理と立法（昭和48年）
商法と税法　　商法と税法一その接点の解明（昭和41年）
会社法改正　　会社法改正の論理と課題（昭和57年）
大小会社　　　大小会社の区分立法［新版］　（昭和61年）
雑誌の略称
????????????????????海外商事法務
月刊監査役
企業会計
企業法研究
金融・商事判例
金融法務事情
国際商事法務
産業経理
商事法務研究、商事法務
税経通信
??????????????????税経セミナー
綜合法学
早稲田法学
代行リポート
手形研究
法律時報
法学セミナー
法律のひろば
民商法雑誌
